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Ⅰ�　は�じ�め�に

日本の余暇や労働時間は長期的にどのように変
化してきたのであろうか。一般的には，経済発展
によって豊かになるにつれて，生産性上昇の成果
を所得の上昇よりは余暇の増加（労働時間の短縮）
に振り向けるとすれば労働時間は短縮するはずで
ある。しかし，日本の労働時間に関しては，バ
ブル崩壊後の長期不況のもとで，長時間労働で働
く労働者の割合が増加し，いわゆるサービス残業

も増大していることが指摘されている。また，一
方で，ホワイトカラー化が進展し，創造的・非定
型的な仕事が増大する中で，労働時間の規制のあ
り方も問われている。少子高齢化・人口減少とい
う構造変化の中で，多様な労働力が必要とされて
おり，ワークライフバランスの推進など，日本の
余暇・労働時間のあり方は今後の重要な課題であ�
る。

一方，国際的にみれば，アメリカと西欧大陸諸
国の間で労働時間の格差が拡大している。ノーベ
ル賞受賞者のE.�Prescott教授は2004年の論文で，
その要因のほとんどは，税・社会保険料負担の差
で説明できるという説を発表して注目を浴びた。
その後も先進国の間の労働時間格差の要因に関す
る研究が進んでいる。これらの研究は日本の労働
時間のあり方に対しても示唆を与えてくれるもの
と考えられる。

特集●日本人の休暇

余暇と労働時間の長期的推移に関す
る経済理論と実際

三谷　直紀
（神戸大学教授）

本稿では，余暇と労働時間の長期的な推移とその背景について経済理論や国際比較も交え
て検討した。その結果，主につぎのようなことが明らかになった。①日本の一般労働者の
労働時間の長期的な推移をみると，労働需給が逼迫している時期に短縮しており，不況期
にはあまり短縮傾向はみられない。② 1987 年の労働基準法改正は，確かに日本の労働者の
労働時間をアメリカとほぼ同じ水準まで短縮するのに貢献した。しかし，一般労働者の労
働時間は，1993 年以降ほぼ横ばいであった。③日本やアメリカと西欧大陸諸国の労働時間
の差をすべて税・社会保険料負担の差で説明するのは無理がある。また，税・社会保険料
の使途や給付の構造が労働力率や労働時間に与える影響も考慮しなければならない。④西
欧大陸諸国で労働時間が短縮した背景には，労働組合運動の高まりを反映して雇用創出の
ために労働時間を短縮するというワークシェアリングの考え方に基づいて労働協約や政府
の法規制によって短縮したことが大きい。ただし，その結果，労働時間は短縮されたもの
の雇用は減少した。今後の日本の労働時間のあり方を考える上で，こうした知見を生かし
ていくことが重要である。
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そこで，本稿では，余暇と労働時間の長期的な
推移とその背景について経済理論や国際比較も交
えて検討する。

以下の構成はつぎのようになっている。まず，
次節で余暇と労働時間に関する基本的な経済理論
について述べる。Ⅲで日本の労働時間の長期的推
移と長時間労働の実態について分析する。Ⅳで
は，労働時間の国際比較に関する最近の研究を紹
介するとともに，日本の労働時間への含意につい
て考察する。最後にまとめる。

Ⅱ　余暇と労働時間に関する経済理論

新古典派の労働供給モデルの下では，労働時間
は労働者が就業を選択した後，与えられた時間当
たり賃金のもとで効用を最大にする労働時間を選
択し，これが労働者にとって最適な労働サービス
の供給量である。一方，企業は与えられた諸条件
の下で，費用を最小化して利潤を最大化する行動
をとり，それが企業にとっての最適な労働時間と
なる。このように労働者にとって最適な労働時間
と企業にとって最適な労働時間がある場合には，
労働市場での労働者と企業のマッチングや労働組
合と企業との交渉によって賃金とともに労働時間
も決定されることになる。転職による労働時間の
調整は，労働需給がある程度逼迫しており，十分
な求人がある場合に行われることが多いと考えら
れる。また，労働組合の交渉力も，このような時
に大きいと考えられ，労働時間の短縮は経済成長
率が高く求人倍率の高い好景気が続いている時期
に進むものと考えられる。しかし，労働市場での
取引だけに委ねていると，必ずしも社会的に望ま
しい労働時間となるとは限らない。そこで，政府
が労働者保護の観点から最低の労働時間の基準を
定めてこれを法律で強制する政策をとることがあ
る。

このように現実の労働時間は，家計の労働供給
行動に加えて，企業の労働需要行動，労働組合の
交渉力や政府の労働時間政策によって決定されて
いると考えられる。経済学ではどのように決定さ
れるとされているのか，簡単な理論モデルを用い
て説明しよう。

1　個人の最適労働時間

消費と余暇に対する個人の選好は効用関数に
よって表される。効用とは満足度あるいは幸福度
のことである。ある個人の効用が消費 C と余暇
時間 L の関数としてつぎのように表されるもの
とする。

U=U（C,�L）　　　　　　　  　　　　　　（1）

∂U > 0，∂U > 0 （2）∂C ∂L

同じ効用水準 U0 を与える消費 C と余暇 L の組
み合わせ全体で定義される（C,�L）平面状の曲線
を無差別曲線という。無差別曲線は，U0 の値に
よって無数にある。無差別曲線は，つぎの性質
をもっている 1）。①原点から遠いほど，効用が高
い。②異なるふたつの無差別曲線は互いに交わら
ない。③右下がりである。④原点に対して凸の形
をしている。

一定期間（たとえば一週間）のうち（睡眠等生理
的に必要な時間を除いた）利用可能な時間を L0 と
する。余暇時間を L とすれば，労働時間 H は，
H ＝ L0 − L で与えられる。ただし，ここでの余
暇時間には家事・育児・介護などの家計生産に従
事する時間を含む。時間当たり賃金を w，非勤労
所得を R とすると，消費 C と余暇時間 L はつぎ
の式を満たす。R0�は利用可能な時間 L0 をすべて
市場労働で働いたときの総所得（＝勤労所得＋非
勤労所得）である。

C ≤ wH ＋ R ＝ wL0 − wL ＋ R

　∴��C ＋ wL ≤ R0 ≡ wL0 ＋ R　　　　　
（3）

個人は，（3）式（予算制約）の下で，消費と
余暇で与えられる効用関数 U（C, L）を最大にす�
るような（C,�L）を選択する。（3）式は，所得 R0

で財の消費と余暇の消費の費用を賄うということ
を示している。w は余暇の価格である。個人は，
予算制約式（3）の下で効用を最大にするような
C と L の選択を行うと考えられる。このように，
余暇を消費財のひとつと考えれば，労働供給の理
論はミクロ経済学の消費者選択の理論に他ならな
い。
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この最大化問題は，つぎの式が満たされる時解
を持つ。

w > wA ≡ UL（CA,�L0�）�/UC（CA,�L0�）　　　���（4）

その解を（C *，L�*）とすると，

w ＝
UL（C�*,�L�*）

（5）
UC（C�*,�L�*）

が成立する。したがって，（C *,�L *）が最適な 財
の消費と余暇の消費ということになる。（5）式
は，限界代替率が市場賃金に等しいところで個人
の労働時間が選択されることを示している。この
点では無差別曲線の傾きが予算線の傾きと一致し
ており，両者が接していることを示している。
（3）式と（4）式から陰関数の定理を使って，

L*を w と R0 の関数としてあらわすことができる。

L * ＝ L *（w，R0）　　　　　　　　　　����（6）

したがって，個人にとって最適な労働時間はつ
ぎの式で与えられる。

H * ＝ L0 − L�*（w，R0）≡ H *（w，R0）　���（7）

これは，マーシャルの労働供給（非補償労働供
給）と呼ばれる。

一方，（4）式が満たされない場合は，L ＝ L0

すなわち，労働時間 H がゼロの点で効用が最大
である。この場合は，不就業を選択する。いいか
えれば，wA はそれ以下では就業しない最低の賃
金であり，留保賃金と呼ばれる。

賃金（＝余暇の価格）w が上昇したとき，最適
な余暇（労働時間）はどのように変化するであろ
うか。この場合，消費者行動の理論でよく知られ
ているように，スルツキーの方程式によって所得
効果と代替効果に分解され，このふたつの効果が
最適の余暇時間（労働時間）に対して反対方向に
働くため，総効果の方向はどちらが大きいかに
よってきまる。

所得効果は，賃金が変化しないで非勤労所得
（総所得）のみが増大した場合の余暇（労働時間）
への効果である。余暇は正常財であると考えられ
るので，多くの場合，正である。一方，代替効果
は，同じ効用になるように非勤労所得に補償をし
て，賃金を変化させたときの余暇（労働時間）に
対する効果である。余暇の価格である賃金が上昇
すると，相対的に高くなった余暇の消費を減らし
て（労働時間は増やして），相対的に安くなった財
の消費を増やそうとする，余暇を消費で代替する
効果である。いわば，価格効果である。

スルツキーの分解式を弾力性で表すと，つぎの
ような式になる 2）。

消
費
C B

F
E

A

R

w

R0

C *

C A

L f

U 0

L 0
H f

L *

H *

0

無差別曲線

余暇時間L

予算線

図 1　個人の最適な労働時間
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ηW
H* ＝ηW

Ĥ +
wH*

ηR
H

0
* （8）

R0

ただし，ηW
H*，ηW

Ĥ ，ηR
H

0
* は，それぞれ労働時間

の非補償賃金弾力性，労働時間の補償賃金弾力性
及び労働時間の所得弾力性である。

一般に，賃金が低く，労働時間が短い間は，代
替効果の方が所得効果を上回っており，賃金上昇
は最適な労働時間を増やす方向に働く。しかし，
賃金が高くなり，労働時間が長くなると，代替効
果のプラス効果よりは所得効果のマイナス効果の
方が上回ってくる。したがって，賃金上昇は，最
適な労働時間を減少させる影響をもつと考えられ
る。したがって，個人の労働供給曲線は，最初は
右上がりでその後後方に屈折する曲線となると考
えられる。つまり，賃金が十分上昇すれば，個人
の最適労働時間は短縮することを示している。

2　企業の最適労働時間

ここでは，企業の最適労働時間の決定要因につ
いて述べる 3）。

企業は与えられた条件の下で，労働費用を最小
にし，利潤を最大にする行動をとる。その結果，
企業にとって最適な労働時間があると考えられる。

労働費用には，労働時間の長さによって変動す
る労働費用の他に，労働時間の長さによらないで
雇用人員の数で決まる労働費用（準固定労働費用）
が存在する。募集 ･ 採用費，教育訓練費，さらに
法定福利費の事業主負担分の一部などである。さ
らに，労働時間の長さによって疲労などのため労
働者の生産性が変化することも考慮する必要があ
る。このような場合には，企業は，同じ量の生産
物を生産するのに，労働者の数と労働者一人当た
りの労働時間の無数の組み合わせの中から労働費
用を最小にするものを選択する。これが企業に
とって最適な労働時間となる。

雇用人員数を N とし，時間当たり賃金を w と
する。法定労働時間を T とし，それを超えると
割増賃金率αが適用されるものとする。さらに，
労働者一人当たりの準固定労働費用を Z とする。

この時，企業の労働費用Γはつぎのように与え

られる。

　　 （wH＋Z）N if　H ≤ T

Γ=　　　　　　　　　　　　　　　　�　�（9）
　　�（wT＋（1＋α）w（H−T）＋Z）N　if　H > T

生産関数は，Y ＝ F（e（H）N）で与えられ，F'�
>�0，F''�<�0 を満たすものとする。e（H）は労働時
間の長さによる労働生産性の変化を示す関数であ
る。また，資本サービスは一定としている。

すると，労働費用が一定となる等費用線は，図
2 のΓΓのように法定労働時間 T で折れ曲った，
原点に対して凸の右下がりの曲線となる。また，
一定の生産量を生産する雇用人員と労働時間の組
み合わせを示す等量線は Y Y のようにやはり原点
に対して凸の右下がりの曲線になる。

今，最適な労働時間が法定労働時間を超えて
いる場合を考える 4）。生産が一定�（Y=Y0）�の下で，
労働費用を最小にするという行動を企業がとると
すると，つぎの一次の条件が満たされる。

（1 ＋α）w
=

e'（H）�
（10）

wT＋（1＋α）w（H−T）＋Z e（H）�

この条件は，等量線と等費用線が接する点で企
業の最適な労働時間が決まることを示している。
これを図に示すと図 2 のようになる。生産が一定
の下で等量線が固定されている時，これに交わる
等費用線で最も原点に近いものが費用最小となる
組み合わせとなる。これは，等費用線のうちで，
等量線に接するものである。したがって，H* が
最適な労働時間である。

このように企業は，生産関数であらわされる生
産技術や費用関数であらわされる費用構造によっ
て，最適な労働時間 H* が決まっている。生産量
が一定の下で，準固定労働費用 Z が大きくなる
と，雇用人員に係る費用が増大するため図2のΓ' 

Γ ' のように等費用線の傾きの絶対値が小さくな
り，企業にとっての最適労働時間 H* は大きくな
る。

このように，労働時間は個人あるいは家計に
とって最適な労働時間と企業にとって最適な労働
時間があり，必ずしも同じではない 5）。労働市場
で取引が行われ，労働時間が決まっていくと考え
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られる。

3　政府の労働時間規制の経済合理性

「市場の失敗」によって，社会的に最適な労働
時間が実現できない時，政府や法律に基づく労働
時間の規制が必要となる。

樋口（2010）は，つぎの四つの場合をあげてい
る。
（1）労働市場の需給調整機能が失われ，低賃

金・長時間労働が発生する場合。労働市場で賃金
率（＝時間当たり賃金）が均衡水準よりも低下し
た場合に労働者は労働サービスを売り惜しみし，
その結果需給が調整され，賃金率が上昇して均衡
水準に戻っていく。しかし，労働者は生存してい
かなければならないので，売り惜しみには限度が
ある。その場合には，賃金率が低下すると労働供
給がさらに増大して，ますます賃金率が低下して
いき，発散型の悪循環に陥る。この場合には政府
の規制が必要となる。
（2）長時間労働が企業の利潤の増大になる場

合。準固定労働費用（雇用人員に対してかかる費用
の単価）が変わらないで賃金率（労働時間に対して
かかる費用の単価）が上昇すると，企業にとって
最適な労働時間は減少するはずである。しかし，

一人の人に仕事が集中し，その人が長時間働いた
ほうが仕事の効率が上がるとなると，賃金率が高
まってもそれ以上に長時間労働させることによっ
て，企業は利潤を増大させることができる場合が
ある。
（3）労働市場が流動化しておらず，労使間の交

渉が「相
あいたい

対取引」になる場合である。企業内訓練
で養成された技能がその企業でしか役立たない企
業特殊的技能である場合には転職費用が高くな
り，個々の労働者にとっての労働時間等の労働条
件に関する交渉相手は現在勤めている企業に限定
され，1 対 1 の相対取引になりやすい。労働者は
資産が少なく生存する必要性があることなどから
交渉上の立場が弱いため企業と対等の交渉ができ
ないことから労働者は不利な条件を受け入れざる
を得ず，その結果長時間労働となる場合がある。
（4）他の労働者に「負の外部性」が発生する場

合。たとえば，労働者本人がワーカホリック（仕
事中毒）で長時間労働をしている場合には，これ
は本人にとっての最適労働時間が長いためで基本
的に問題はない。しかし，労働者が長時間労働を
望まないけれど，上司がワーカホリックであるが
ために長時間労働を強いられている場合は，上司
の労働時間が部下に負の外部性をもっているため

等量線

等費用線

T H *

N *

雇
用
人
員
N

労働時間 H

E

F

E´

E˝

H **

N ***

Γ

Γ

Γ́

Γ́

Γ̋

Γ̋

Y

Y

Y˝

Y˝

T '

N **

図 2　法定労働時間と企業の最適な労働時間
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に部下の経済厚生が引き下げられている状況であ
る。したがって，労働時間規制によってこうした
状況を改善することに合理性がある。

一方，Artus,�Cahuc�amd�Zylberberg（2007）は，�
フランスの労働時間規制の歴史を概観して政府の
労働時間規制には，主につぎの三つのことがその
根拠としてあげられてきたことを指摘している。
（i）市場の競争から守られた，良心に欠ける経

営者によって過剰な労働時間を押しつけられてい
る労働者を守るため。
（ii）（家族や友人等と）自由な時間を共に過

ごすことができるように時間の使い方の同期
（coordination）を図るため。

（iii）雇用を創出するため。
フランスの場合，（iii）が特徴的である。

4�　法定労働時間の短縮が労働時間と雇用に与える�
　影響

労働協約による所定労働時間や法定労働時間の
短縮が労働市場に与える影響についてみよう。法
定労働時間の短縮は，労働者一人当たりの労働時
間を短縮し，雇用を増やすと考えられがちである
が，理論上は労働時間を増やし，雇用を減少させ
る場合があることが考えられる。

ここでは図 2 を用いて残業がある（最適な労働
時間が法定労働時間を超えている）場合について簡
略に説明する 6）。まず，生産量が一定という下で
企業が費用最小化行動をとる場合を考える。法定
労働時間が T から T' に短縮されると等費用線の
屈折点が左に移動し，等費用線はΓΓからΓ 'Γ '

に変化する。したがって，企業に最適な労働時間
は H* から H** へと延長させる効果（代替効果）が
ある。これは，法定労働時間の短縮が実質的な準
固定労働費用（−aT+Z）を大きくし，費用が相
対的に低くなった労働時間をより多く企業が使お
うとする行動をとっているものと考えられる 7）。

さらに企業が利潤最大化行動をとると，雇用も
減少することがわかる。法定労働時間の短縮は，
企業の労働費用を増大させる。したがって，利潤
最大化を図るためには生産規模を縮小する必要が
ある。このことは，図 2 にあるように等量線が
YY から Y'' Y'' へと下方へシフトすることを意味

している。これに対応して等費用線もΓ'Γ'�から
Γ ''Γ '' へとシフトする。したがって，雇用は最
終的に当初のN*からN**へと減少する（規模効果）。

なお，最適労働時間の条件式（（10）式）に生
産量が含まれていないことから図 2 に示したよう
に生産規模が変化しても企業の最適労働時間 H**
は変化しない。

このように，残業がある企業の場合，法定労働
時間の短縮は，代替効果と規模効果によって労働
時間を長くし，雇用を減少させる。

つぎに，こうしたことを念頭に労働時間の推移
とその背景についてみてみよう。

Ⅲ　日本の労働時間の長期的推移と背景

1　労働時間の長期的推移

この節では，日本の労働時間の長期的推移とそ
の背景をみていく。

事業所ベースでみた労働時間の推移を長期的に
みると，1960 年頃にピークに達した後 1970 年代
半ばまで減少を続けた。その後，経済成長率が低
下した中で，労働時間はほぼ横ばいで推移した。
そして，1980 年代後半から 1990 年頃にかけて大
きく減少した後産業計の総実労働時間は緩やかに
低下傾向を示している（図 3）。

高度成長期の労働時間の短縮は，製造業の鉄
鋼・機械をはじめ 1960 年頃に残業の多かった業
種における所定外労働時間の短縮に加え，中小企
業や中小零細企業での所定労働時間の短縮があっ
た。さらに，1960 年代後半以降大企業でも週休
の増加等による所定労働時間の短縮が進み，その
ことが総実労働時間の短縮に大きく寄与した。こ
うした背景には，①戦後の出生率の低下や進学率
の上昇などによる若年労働力の供給の増大が見込
めない中で，企業は労働時間を短縮することに
よって労働需要の大幅な増大に対応して労働力を
確保することを余儀なくされたことに加えて，②
所得の増加に伴って労働者側も余暇時間の増大を
望み，それに応じて労働組合が労働時間の短縮を
要求していったことなどがある（労働省（1971））。

第一次石油危機後の 1970 年代後半から 1980 年
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代においては，所定労働時間の短縮が停滞し，総
実労働時間も横ばいで推移した。この背景には，
経済成長率が鈍化する中で，労働需給が緩んだこ
とや労働生産性の伸びが鈍化したことがある。所
定内労働時間の短縮が停滞したのは，週休二日制
の普及が足踏みをして，週当たりの出勤日数の減
少が停滞したためである。週休二日制の普及は中
小企業において遅れ，他方，大企業も含めて残業
が常態化し，年次有給休暇の取得率は平均約 5 割
と低迷していた。

1987 年に労働基準法の改正により，所定労働
時間は 1 日 8 時間，1 週 40 時間という法定労働
時間を超えてはならないと定められた。そして，
この労働時間の短縮は 10 年をかけて段階的に実
施されることになった。この改正は，労働組合の
要求によるというよりは，当時欧米諸国との間で
生じた貿易摩擦に対応する内需拡大策の一環で
あったとの指摘がある。「企業別組合も，雇用を
確保しつつ賃上げを達成することに腐心し，労働
時間の面で企業に足枷を課することは回避して
いた。（中略）日本と欧米との労働時間の水準の
ギャップは「不公正競争」の格好の批判材料とさ
れた。このような国際的批判の高まりに当面し
て，わが国政府は，1986 年に，「欧米先進諸国な
みの年間総実労働時間の実現と週休二日制の早期

完全実施」を明確な政策目標として樹立し，1987
年の前記労働法改正となった」（菅野 2002）。しか
し，一方で，梅崎（2008）は，当時の労働省の関
係者からの聞き取りにより，1970 年代からの研
究を踏まえて，1982 年に学識経験者による労働
基準法研究会を再開し，労働時間短縮に向けた周
到な準備を行った上で，中央労働基準審議会の場
で労使が意見を調整するという方式がとられたこ
とを明らかにしている。

労働時間の短縮は，法改正に加えて折からのバ
ブル景気によって労働需給が逼迫したこともあっ
て着実に進展していった。1988 年から 1993 年ま
でで年間の総実労働時間は 200 時間強短縮してい
る。所定労働時間も 120 時間程度短縮している。
このような背景には，週休二日制導入等に伴う出
勤日数の減少があった。月間出勤日数は 1987 年
の 22.3 日から 1993 年の 20.4 日に減少している。

バブル崩壊後も総実労働時間は減少している
が，これは主に第三次産業化や雇用形態別の労働
者構成の変化によるものである。実際，製造業の
所定内労働時間はほぼ横ばいで推移している。ま
た，一般労働者（フルタイム労働者）とパートタ
イム労働者の総実労働時間はほぼ横ばいで推移し
ており，パートタイム労働者の比率が高くなった
ことによって，雇用形態計の総実労働時間が短く
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資料出所：厚生労働省『毎月勤労統計調査』
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なったことがうかがえる（図 3）。パートタイム労
働者比率の高い第三次産業が増大したことや，長
期不況の中で人件費抑制のためにパートタイム労
働者等の非正規従業員の比率を高めたことで，見
かけ上労働時間の短縮が進んだように見えるだ
けである。2000 年代に入り，緩やかな景気回復
とともに，総実労働時間も増大傾向にあったが，

2008 年は金融危機の影響で減少している。
世帯を対象にした『労働力調査』の週労働時間

別の非農林業雇用者の推移でみてみても，同様な
ことが観察される（図 4 〜図 6）。第一に，男女計
でみると，労働時間が短縮したのは，高度成長期
と 1980 年代後半以降，特に労働基準法改正後バ
ブル景気の頃である。第一次石油危機後の低成長
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図 4　週労働時間別非農林業雇用者の分布と平均週労働時間（男女計）

図 6　週労働時間別非農林業雇用者の分布と平均週労働時間（女性）

図 5　週労働時間別非農林業雇用者の分布と平均週労働時間（男性）
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期やバブル崩壊後の時期においては，労働時間の
短縮はあまりみられず，石油危機後の低成長期は
やや増大した。第二に，男性では労働時間は比較
的長く，短縮傾向は総じて緩やかである。1980
年代後半のバブル景気の頃は顕著な労働時間の短
縮がみられたもの，第 1 次石油危機後の低成長期
では，むしろ，残業時間増大による長時間化の傾
向がみられた。また，この時期は，週 60 時間以
上の長時間労働の割合も増大した。さらに，バブ
ル崩壊後以降の長期不況下においても，労働時間
の短縮はほとんどなく，長時間労働者の割合が増
大した。第三に，女性では，労働時間はほぼ一貫
して短縮傾向がみられる。第一次石油危機後の低
成長期やバブル崩壊後の長期不況下でも週当たり
労働時間は平均で見ても短縮しており，また，短
時間労働者の割合もほぼ一貫して増大している。
この背景には，労働時間の比較的短い第三次産業
就業者の増大やパートタイム労働者の増大の影響
が女性の場合により強く表れたことが影響してい
るものと考えられる。このように，女性の場合に
は，労働時間の短い産業や雇用形態に就業する労
働者が増大したことを比較的強く反映しているも
のと考えられる。

個々の労働者の労働時間の供給行動は，性や年
齢，婚姻状況，学歴等の労働者の属性の違いに
よっても異なる。黒田（2009）は，総務省統計局

『社会生活基本調査』の個票を用いて，属性を調
整した生活時間の推計を行い，つぎのことを明ら
かにしている。就業者一人当たりの週労働時間は
1976 年から 1986 年にかけて増大したのち，緩や
かに減少したものの 2001 年以降再び増加した。
1986 年と 2006 年で週当たり労働時間を比較する
と統計的に有意な差はない。1990 年代の労働時
間の減少はパートタイム労働者の比率が上昇した
ことによる面が大きい。1990 年代のフルタイム
労働者の労働時間の減少はそれほど大きくない。
週休二日制の普及によって，土曜日の労働時間は
減少しているものの，平日の労働時間は増大して
おり，週末の労働時間が平日にシフトしたこと
がうかがえる。1986 年以降女性の労働時間には
ほぼ変化はなかったものの通勤時間や家事労働な
どの家計生産時間が減少したため，余暇時間は増

加した。また，男女とも過去 30 年間で週当たり
3 〜 4 時間の睡眠時間の減少がみられる。また，
神林（2010）は，総務省統計局『就業構造基本調
査』の個票を用いて，属性別の労働者構成の変化
が全体の一人当たりの平均労働時間に与える影響
を分析し，1987 年から 1992 年の間の労働時間の
短縮は，属性別の労働者構成の変化の影響は少な
く，大半は各属性ごとの労働時間が変化したこと
によるものであることを示している。

労働時間は，労働者の労働供給行動だけで決ま
るのではなく，労働需給の状況や生産性の上昇，
パートタイム労働者の増大などの労働需要側の要
因，そして法的規制など制度的な要因によっても
大きな影響を受けている。とりわけ，フルタイム
労働者の場合は，労働需要側の要因の影響が大き
いと考えられる。

まず，労働需給と労働時間の短縮の関係につい
てみてみよう。労働需給が逼迫して労働力不足の
状態にあれば，企業は労働時間などの労働条件を
改善して労働力を確保するという行動をとるもの
と考えられる。労働市場の需給状態を表す指標と
して有効求人倍率をとる。この指標は，求職者
一人当たりの求人数を表す。そこで，有効求人
倍率が 1 倍を超えた時期を 1967 年以降でみると，
1967 年 6 月〜 1974 年 9 月，1988 年 6 月〜 1992
年 9 月，2005 年 12 月〜 2007 年 12 月となってお
り，前二期間については，図 3 〜 6 でみた産業計
の所定内労働時間の短縮した時期や男性の週平均
労働時間が大きく減少した時期と一致している。
しかし，この二つの時期はまた，政府の労働時間
短縮政策が強く推進された時期でもある。1960
年代の労働時間短縮機運を盛り上げたものとし
て，1962 年に，ILO で「労働時間短縮勧告」が
採択されたことがあげられる。これは週 40 時間
を目標に，漸進的に労働時間を短縮すべきである
とするものであった。60 年代には労働組合も労
働時間短縮交渉に取り組み，電機産業などで隔週
週休二日制を導入するところが増えていった。ま
た，1970 年代に入ると，政府も労働時間短縮政
策を打ち出した。1971 年に労働大臣の私的諮問
機関として「労働者政策ビジョン懇談会」が設置
され，翌年週休二日制についての報告書がまとめ
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られた。これを受けて，労働省は「雇用対策基本
計画」（1973 年 1 月閣議決定）において，「1977 年
までに週休二日制が一般化することを目途として
その普及を図る」ことを定めた（神代 ･ 連合総合
生活研究所（1995））。

1980 年代半ばからの労働時間短縮政策につい
ては，すでに述べたように，1987 年の労働基準
法改正によって，法定労働時間は一日 8 時間，
週 40 時間に漸次短縮されることとなった。そし
て，「週 40 時間制の法定化や年休日数の引き上げ
は，労働時間に関するわが国の法定基準を「最低
基準」よりは「標準基準」に近いものにしてお
り，賃金が文字どおりの「最低賃金」制度を基
礎としているのに比して，労働時間において法
の果たす機能は極めて大きい」（菅野（2002））。
Kawaguchi,�Naito�and�Yokoyama（2008）は，厚
生労働省『賃金構造基本統計調査』の個票を用い
て，1987 年の労働基準法改正による法定労働時
間短縮が実労働時間に与えた影響を計測し，法定
労働時間 1 時間の減少は，年ダミーを入れない場
合は実労働時間を約 30 分短縮するという結果を
得たが，年ダミーを入れて計測するとわずか 8.4
分しか短縮しないという結果を得たとしている。
このことは，改正労働基準法の法律の適用が労働
時間の短縮につながったという直接の効果より
も，労働基準法の改正が労働時間短縮の機運を醸
成し，労使交渉やバブル景気による人手不足が時
短を促進したという側面も重要な役割を果たした
のではないかと考えられる 8）。

2　長時間労働

バブル崩壊後の長期不況のもとで，パートタイ
ム労働者など短時間労働で働く労働者が増える一
方で，長時間労働で働く労働者の割合が増加し，
いわゆるサービス残業も増大していることへの懸
念が指摘されている（小倉（2007）など）。人員削
減，事業再構築，成果主義などにより，労働時
間，密度，プレッシャーは増大していることが指
摘されている。

統計をみると，長時間労働者の割合は好況期
よりはむしろ不況期に増加している。男性非農
林雇用者に占める週 60 時間以上の労働者の割合

は，第一次石油危機後の経済調整期（1974 〜 1987
年）及びバブル崩壊後の長期不況期（1993 〜 2002
年）に拡大している（図 3）。性・年齢別には，男
性 30 歳台で多い。また，フルタイム労働者の有
給休暇の取得率や取得日数は，1990 年代半ば頃
から低下・減少傾向にある。厚生労働省『就労条
件総合調査』によれば，2011 年に取得率 48.1％，
取得日数は 8.6 日である。

不況期の長時間労働の背景には，まず，人員削
減により，業務量が所定労働時間内で処理できる
量を超える状況が生じていることがあげられる。
第一次石油危機後には企業は人員を削減する，い
わゆる「減量経営」によって経営を立て直そう
とした。また，1990 年代後半以降の不況下にも，
厳しい採用抑制や人員削減が行われた。長時間労
働は，早期退職や希望退職の募集を行った企業ほ
ど多く，企業の人件費削減という側面が強い。ま
た，日本の時間外労働の割増賃金率が諸外国に比
して低いことも日本の企業が業務が増えても残業
増で対応しようとする傾向が比較的強いことの背
景にあることが指摘されている�。たとえば，労
働政策研究・研修機構『労働時間の実態と意識に
関する調査』（2004 年）によれば，残業を行う理
由として「そもそも所定労働時間内では片付かな
い仕事量だから」（61.3 ％），「最近の人員削減に
より，人手不足だから」（33.7 ％）をあげる者が
多い。

長時間労働は，健康や生活面での満足度・幸福
度に負の影響があるだけでなく，技能形成に負の
影響があることが指摘されている（玄田（2005））。

長時間労働に関連して，いわゆるサービス残
業や持ち帰り残業など，残業代が支払われない
残業が 1990 年代後半以降傾向的に増えているこ
とが指摘されている。高橋（2005）は『労働力調
査』と『賃金構造基本統計調査』の労働時間の乖
離から，2003 年に月間 30 時間から 40 時間のサー
ビス残業が行われていると推計している。しか
し，このような長時間労働やサービス残業はなに
も日本に限ったことではない。程度の差はあれ，
先進国共通にみられる現象である。職業別には，
専門的・技術的職業従事者や管理職で多い（Hart

（2004），�Pannenberg�（2005））。
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サービス残業増加の背景として，菅野（2002）
は，①高度の知的 ･ 専門的労働が労働時間管理に
なじみ難い性質があること，②競争力確保のため
に人件費の総額を一定比率内に抑える「総人件費
管理」が残業費の抑制をもたらしていることを指
摘している。実際，サービス残業を行っている労
働者は，専門的・技術的職業従事者や管理職な
どホワイトカラーの職種で多い。また，先の『労
働時間の実態と意識に関する調査』では，サー
ビス残業をしている理由として，｢申請しても予
算制約で支払われないから｣ をあげる者も多い

（19.4 ％）。しかし，サービス残業の背景には，労
働者の余暇選好の違いやサービス残業には高い
報酬が支払われていることがある。高橋（2005）
は，余暇選好の比較的弱い労働者にサービス残業
が多いこと，そして，サービス残業を行う労働者
は，残業代を調整しても同様な属性をもった労働
者よりも高い賃金を得ていることを示した。この
ことは，サービス残業をすることによって，将来
の昇進や昇給といった形でより高い賃金の仕事に
就くことができ，高い賃金を得ていることを示唆
している。Pannenberg（2005）は，ドイツのパ
ネルデータを用いて，10 年間継続して 1 週間に
1 時間サービス残業を余計にする労働者は，2 ％
高い賃金を得ていることを示している。このよう
に，サービス残業は，将来の昇進・昇格によって
支払われるという側面もある。いわば，労働者の
意思によって自発的に行われているサービス残業
である。上述の『労働時間の実態と意識に関する
調査』によれば，サービス残業をする理由とし
て，｢申請しても予算制約で支払われないから｣

（19.4 ％）をあげる者よりは，「自分が納得する成
果を出すための残業で手当てを申請していないか
ら」（23.2％）をあげる者の方が多い。

長時間労働やサービス残業は，労働者がみずか
ら自主的に合理的な判断で行っているのであれ
ば，特に問題はない。公的な規制をする理由も見
当たらない 9）。しかし，現代の職場では一人で自
由に仕事を行っていることはむしろまれであり，
他の労働者と共同でお互いの仕事の進捗状況に合
わせて仕事を進めていく必要がある。その意味で
は相互に補完性が高くなっている状況にある。こ

のような状況下で，職場の時間管理を行っている
管理職がワークホリック（仕事中毒）になってい
る場合には単に自身の問題では済まなくなり，当
該管理職の管理の下におかれる労働者に負の外部
効果を及ぼす可能性が高い。大竹・奥平（2009）
は，管理職が仕事を先に延ばす性格を持っている
時に，長時間労働になりやすいことをアンケート
調査をもとにした分析から明らかにしている。

このように市場に任せていると労働者の意に反
して長時間労働を強いられる場合には，法的に労
働時間を規制することが必要である。

Ⅳ　労働時間の国際比較

労働時間の厳密な国際比較は難しい。そもそも
労働時間の統計的把握が難しいうえに各国間で統
計が異なっていて比較が難しい面もある 10）。し
かし，大まかな労働時間の比較と推移の違いはみ
ることができよう 11）。この節では，労働時間の
国際比較を行い，各国間の労働時間の違いとその
背景にある要因をみてみたい。

図 7 は，日本，アメリカ，イギリス，ドイ
ツ，フランスについて OECD が推計した労働者
1 人当たりの年間労働時間の長期的な推移であ�
る 12）。これによると，つぎのことがわかる。第
一に，日本の労働時間は 1980 年代半ばまではこ
れら四カ国と比べると長かったが，1980 年代後
半から 1990 年代はじめにかけて大きく短縮し，
アメリカとほぼ同じ水準となっている。第二に，
日本やアメリカの労働時間は西欧諸国と比べると
かなり長い。日本とアメリカが 1800 時間前後で
あるのに対して，ドイツとフランスは 1400 時間
前後と 400 時間程度の差があることである。イギ
リスはほぼその中間である。第三に，歴史的にみ
ると，1960 年代に，アメリカよりも西欧諸国の
方が，労働時間が長かった時期があったことであ
る。ドイツやフランスではそれ以降ほぼ一貫して
労働時間が短縮していったのに対して，アメリカ
では 1970 年代半ばの石油危機以降ほぼ横ばいで
推移し，アメリカと西欧諸国の労働時間の格差が
拡大していった。イギリスはドイツやフランスと
同様に労働時間が短縮していたが，1980 年代以
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降横ばいで推移している。
アメリカと西欧の間の労働時間の格差について

は，近年多くの研究がなされており，さまざまな
要因が指摘されている。以下，これらの研究で指
摘されている要因についてみていこう。

1　税・社会保険料

Prescott（2004）は，各国の税 ･ 社会保険料の
負担の違いが，先進主要国間の労働時間の違い
の最も重要な決定要因であるとした 13）。西欧大
陸諸国（ドイツやフランスなど）では，税 ･ 社会
保険料の負担（税のくさび（tax�wedge）とも呼ば
れる）が重く，長時間働いても手取りの収入がそ
れほど増えないため長時間働こうとしないのに対
し，アメリカでは税 ･ 社会保険料の負担が軽いた
め，より長時間働いているという仮説である。実
際，西欧大陸諸国の税・社会保険料負担は戦後か
なり増大したのに対して，アメリカではそれほど
変化しなかった。

Prescott（2004）はリアルビジネスサイクル仮
説（RBC）において標準的な動学的一般均衡モデ
ルを用いている。実際のデータに当てはめてパ
ラメーターの値を推計するという手法ではなく，

RBC において用いられるカリブレーションの手
法が用いられている。カリブレーションでは，選
好や生産技術等に関するパラメーターの値を仮定
して，シミュレーションを行い，その予測値が現
実のデータと似たような特性を示すことをもって
モデルが現実の経済を説明するのに適切であると
判断する。

理論モデルのパラメーターに適当な値を入れ
て，労働供給量（生産年齢人口当たりの週当たり労
働時間）を G7 の国について予測すると，実際の
労働供給量とかなりよく当てはまる結果を得てい
る。したがって，このモデルが適当であると判断
している。すなわち，G7 の国々の間の生産年齢
人口一人当たりの週労働時間の違いは，ほとんど
税 ･ 保険料負担の差で説明できるという結果を得
たとしている。

しかし，Prescott（2004）のこの結果に対して
はいくつかの問題が指摘されている。

第一は，想定された労働供給の弾力性の大きさ
に関する問題である。Prescott（2004）ではコブ・
ダグラス型の効用関数を用い，また，効用関数の
中のパラメーターの値をモデルの当てはまりをよ
くするため適当に設定しているが，これらの想定
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図 7　労働者一人当たり年間労働時間の国際比較（産業計，雇用者）　

注：1）�日本の 1960 〜 1969 年は事業所規模 30 人以上製造業，1970 〜 1989 年は事業所規模 30 人以上産業計，いずれも『毎月
勤労統計調査』。�1990 年以降は OECD.Stat.

　　2）ドイツの 1990 年までの数字は，旧西ドイツ。
資料出所 :�OECD.Stat（extracted�on�21�May�2012），厚生労働省『毎月勤労統計調査』
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から計算される労働供給の弾力性がかなり大きい
値であることである。実際，労働課税の税率τ＝
0.5 の場合の労働供給の賃金に対する非補償弾力
性（マーシャル弾力性）をモデルから計算すると，
0.77 となる。また，労働供給の非勤労所得に対す
る弾力性を示す所得弾力性は− 0.77 という値に
なる（Alesina,�Glaeser�and�Sacerdote（2006））。し
かし，この値は，マイクロデータを用いた実証研
究で得られている労働供給の弾力性に比較すると
かなり大きな値である。Blundell�and�Macurdy

（1999）などにまとめられているように，欧米で
は労働供給の弾力性に関して膨大な研究の蓄積が
ある。これらによると，家計の主な稼ぎ手である
男性に関する非補償弾力性の推計値の中央値はほ
ぼゼロであり，最も高い推計値も Prescott（2004）
の想定を大幅に下回っている。ただし，既婚女性
の場合は比較的大きい非補償弾力性が推計されて
おり，推計値の中央値が約 1 となっている。した
がって，既婚女性に関しては Prescott（2004）の
いうようにアメリカと欧州大陸諸国の間の労働
時間の差が税 ･ 社会保険料の違いによってすべ
て説明できる可能性はあるものの，男性につい
ては説明できない（Alesina, Glaeser and Sacerdote

（2006））。
第二は，税収の使途や給付との関係である。

Prescott（2004）では，税収は純粋な政府支出を
除いてすべて家計に所得によらない一括給付とし
て移転されると仮定していた。このような給付が
あると，所得効果によって家計の労働供給は減
少する。したがって，税率が高くなればなるほ
ど，労働供給は減少するモデルとなっていた。し
かし，税収 ･ 社会保険料が一括給付ではなく，労
働供給を高めるような支出として使われれば，労
働供給への影響は異なってくる。たとえば，女性
の継続就業を助ける保育所の設置 ･ 運営費の公
的補助や育児休業の助成金として支出される場合
は，労働供給への負の影響は軽減される。このこ
とが，スウェーデンのように税率が高くとも労働
供給が減少しない国があることの理由であるとす
る研究もある（Rogerson（2007））。その他にも税・
社会保険料が高齢者や失業者の就業促進に使われ
る場合は，労働供給への影響は一括給付の場合と

異なって労働供給を減少させない可能性がある。
このように，税・社会保険料が Prescott（2004）

の仮定のように家計への一括給付ではなく，他の
使途に使われる場合は，労働供給がそれほど大き
く減少しないことが考えられる。

2　労働組合・法規制

西欧大陸諸国で労働時間の短縮が進んだ要因と
して労働組合の影響やそれを背景とした労働時間
の法規制が考えられる。労働組合の交渉力を示す
指標は難しいが，労働組合組織率よりは，労働協
約の適用率の方が適当であると考えられる。図 8
は労働協約の適用率と年間労働時間との関係を示
したものである。これによると，労働協約の適用
率が高い国ほど，労働時間が短いことがはっきり
と示されている。

歴史的にみると，フランスやドイツなど西欧大
陸諸国では，1970 年代半ば以降深刻化した失業
問題への対応として，「時短による雇用創出」を
スローガンに，労働組合が労働時間の短縮を要求
した。フランスでは，1960 年代後半以降，労働
組合運動が盛んになった。それを背景に長い労使
交渉の末に，それまでの週 40 時間から 39 時間に
することに合意した。政府はそれまで中立的で
あったが，その後 1981 年にミッテラン政権が登
場すると一連の法律を制定して，有給休暇の増大
と残業時間の制限による時短を強力に推し進め
た。そして，2000 年には週 35 時間労働法制が導
入された。ドイツでは，法定労働時間は 1938 年
から週 48 時間のままであったが，1970 年代半ば
までは労働生産性の上昇に伴って労働時間の短縮
が進んだ。第一次石油危機後，労働組合は時短に
よる雇用創出（ワークシェアリング）という政策
を追求し，トータルの賃金は減少しないままで，
言い換えれば時間当たり賃金を上昇させて，労働
時間を短縮することを要求した。イタリアなど他
の西欧大陸諸国でもこうした時短の動きは広まっ
た。

しかし，これらの国々の時短では，総賃金額は
減少しなかったため，時間当たり賃金費用の増大
となり，資本への代替等を通じて総じて雇用が減
少した。Crépon�and�Kramarz（2006）は，フラ
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資料出所：OECD.Stat,�OECD�Employment Outlook�2004�（Table�3.3)

ンスの週 40 時間から 39 時間への労働時間短縮
（1982 年）と週 39 時間から 35 時間への労働時間
への短縮（1998 〜 2002 年）を計量的に分析して，
40 時間から 39 時間への時短の場合には雇用を減
少させる効果があったが，39 時間から 35 時間へ
の時短の場合には雇用は増加したとしている。し
かし，後者で雇用が増加した要因は労働時間短縮
の規定とともに設けられた社会保険の事業主負担
分の軽減措置による労働費用の減少と柔軟な労働
時間制度の拡大による生産性の向上によるもので
あり，法定労働時間の短縮そのものによる雇用創
出効果は，きわめて限定的であったとされてい
る（Artus,�Cahuc�and�Zylberberg�（2007））。Hunt

（1999）は，ドイツにおける所定労働時間の短縮
が実労働時間，雇用，賃金に与える影響を 1985
年から 1994 年のドイツの社会経済パネルデータ�

（GSOEP）を用いて分析した。その結果，この期
間に，労働時間の短縮を補うだけの時間当たり賃
金の上昇があったこと，労働時間の短縮は雇用を
減少させた可能性が高いことを示し，雇用の減少
という代償を伴って雇用が維持された労働者に短
い労働時間と高い賃金率を実現させたとしている。

このように，西欧大陸諸国で労働組合が労働時
間の短縮を強く要求したのは，ワークシェアリン
グによって雇用を創出するためであった。しか

し，結果的に労働時間は短縮されたものの雇用の
増大にはつながらなかった。

3　選好・文化・社会的乗数効果

欧州大陸諸国の労働時間がアメリカよりも短い
のはそもそもこれらの諸国の労働者が余暇を所得
よりも選好する選好の違いにあるとする仮説であ
る（Blanchard（2004））。実際，ドイツやフランス
の時間当たりの労働生産性はアメリカと比較して
戦後まもなくは大きく下回ったが，その後キャッ
チアップし，現在ではほぼ同じである。したがっ
て，人口当たりの就業率に大きな違いがなけれ
ば，労働時間が短い分だけ一人当たり GDP はア
メリカよりは低い。たとえば，フランスの一人
当たりの GDP はアメリカと比較して約 3 割少な
いが，それは，労働時間が約 3 割短いからであ
る。すなわち，フランスの労働者が所得よりは余
暇をより強く選好した結果，生産性の上昇を所得
の増加ではなく，余暇時間の増加を選択した結果
であるという考え方である。いわば，フランスと
アメリカの選好・文化の違いによるとする考え方
である。しかし，上述のように，歴史的にみれ
ば，1960 年代初め頃まではヨーロッパの方がア
メリカよりも労働時間が長かった時期もあった。
また，たとえば，教義上勤労を重んじるプロテス
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タントであるかどうかによって労働時間に差はな
いという計量分析の結果もある（Alesina,�Glaeser�
and�Sacerdote（2006�））。これらの事実は選好や文
化の違いのみで労働時間の違いを説明することが
困難であることを示している。

社会的乗数（social�multiplier）の効果を考慮す
れば，仮に欧州大陸諸国でのミクロレベルでの労
働供給の弾力性が小さくとも，マクロの労働供給
の弾力性は高い可能性がある。社会的乗数効果と
は，ある労働者の休暇の取得による効用が家族や
他の労働者の休暇の取得によって正の影響を受け
ることである。つまり，余暇時間 / 労働時間が他
の人の余暇時間 / 労働時間と補完的である状態を
いう。たとえば，労働者が夏に長期休暇をとるこ
との効用は，家族や友人が同時期に長期休暇をと
る場合には，そうでない場合に比べて，大きいな
らば，社会的乗数効果が働く。また，こうした長
期休暇の習慣が定着していけば，自然と長期休暇
中の余暇活動を助けるさまざまな施設やサービス
も整備されてきて，長期休暇を取る効用が高まる
可能性がある。欧州大陸諸国で，このような社会
的乗数効果が働いて，長期休暇をとる習慣が定着
していったことも十分考えられる。

しかし，Alesina,�Glaeser�and�Sacerdote（2006）
はこうした社会的乗数の効果を勘案してもマクロ
の労働供給の弾力性の大きさは，税・社会保険料
の差のみでアメリカと欧州大陸諸国の間の労働時
間の差を説明できるには不十分であり，むしろ労
働組合や政府の規制が大きな役割を果たしたので
はないかとしている。

4　日本の労働時間への示唆

以上のような労働時間の国際比較をめぐる議論
は，日本の労働時間のあり方についてどのような
示唆を与えているのであろうか。

まず，税・社会保険料の労働供給に対する影響
である。日本では労働供給の弾力性の推計に関
する研究の蓄積が欧米に比べて遅れている。林

（2003）は労働供給の弾力性を推計した日本の研
究をサーベイし，①既婚女性や高齢者に関しては
労働供給弾力性の推計はあるが，壮年男性の推計
はほとんどないこと，②税・社会保険料を差し引

いた税引き後の賃金の労働供給弾力性に関する推
計はほどんとないこと，を指摘した。しかし，最
近労働供給の弾力性の推計を行った研究が現れて
来た。それによると，日本でも労働供給の弾力性
は大きくない。黒田・山本（2007）は，『社会生
活基本調査』や『賃金構造基本統計調査』を用い
てFrisch弾力性を計測し，就業の選択（extensive�
margin）と労働時間の選択（intensive�margin）の
ふたつの労働供給行動を合わせた場合で，男性で
0.2 〜 0.7 程度，女性で 1.3 〜 1.5 程度という結果
を出している。また，Bessho�and�Hayashi（2008）
は，税引き後賃金に関する弾性値を推計し，推
計式によって異なるが，非補償弾性値は 0.059 〜
0.211 となっているが，所得効果は，− 0.32 〜
− 0.79 という結果になっている。さらに，別所

（2010）は，税引き後賃金に関する労働供給の非
補償弾力性を推計し，就業の選択と労働時間の選
択の両方の労働供給行動を合わせた場合で，男性
0.079，女性 0.342 という結果を出している。これ
らの結果は，日本でも労働供給の賃金弾性値が，
Prescott（2004）の想定に比べてかなり小さいこ
とを示している。

また，税・社会保険料の使途や給付との関係で
みると，育児・介護休業時の賃金補塡や高齢者雇
用継続給付金，訓練給付などの形で社会保険であ
る雇用保険から給付が行われており，一括給付で
はなく，就業促進的な施策にも使われている。

こうしたことを踏まえて，國枝（2008）は，「わ
が国においても各種給付制度のもたらすインセ
ンティブ構造の方がより重要であると考えられ，
Prescott（2004）のモデルは，現実の労働時間の
分析にはあまり有用ではないと思われる」（p.58）
と結論付けている。

なお，Prescott（2004）が分析しているのは，
生産年齢人口一人当たりの労働時間であり，これ
は就業率に労働者一人当たりの労働時間をかけた
ものである。したがって，基幹年齢層の男性の
労働時間に焦点を当てて分析したものではなく，
税・社会保険料が既婚女性や高齢者の就業・不就
業の選択行動に与える効果も含んだ分析である。

第二に，労働組合や法規制についてである。西
欧の大陸諸国の労働時間が短いのは，時短による
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雇用創出というワークシェアリングの思想に基づ
いた労働組合運動やそれを背景とした政府の法規
制によるところが大きいことを見てきた。図 8 に
示されているように，労働組合の交渉力を示すと
考えられる労働協約の適用率は，アメリカなどの
アングロ・サクソンの国と同様に小さい。このこ
とは，労働時間の短縮をする上で，政府による規
制の重要性が相対的に高いことを示していると考
えられる。とりわけ，企業別労働組合という組織
上の問題もあって，企業間の同期をとることが時
短の推進には必要であることから政府の役割は大
きいと思われる。しかし，労働時間の短縮は，職
場の労使関係がきわめて重要な役割を果たすこと
にも留意する必要がある。

第三に，文化や社会的乗数についてである。歴
史的に西欧諸国もかなり労働時間が長い時期が
あったことを考えると，日本が文化の違いによっ
て西欧諸国より労働時間が長いという説は，それ
ほど説得力があるとは思われない。むしろ，日本
では，たとえば有給休暇の取得率が低く，その理
由として休暇をとると職場の同僚に迷惑がかかる
からということをあげる労働者の割合が高いとい
う事実が示すように，余暇取得に対する負の社会
的乗数効果（＝働くことに対する正の乗数効果）が
働いているのかも知れない。

Ⅴ　ま�と�め

本稿では，余暇と労働時間の長期的な推移とそ
の背景について経済理論や国際比較も交えて検討
した。その結果，主につぎのようなことが明らか
になった。

第一は，日本の一般労働者の労働時間の長期的
な推移をみると，労働需給が逼迫している時期に
短縮しており，労働需給が緩和している不況期に
はあまり短縮傾向はみられないことである。

第二は，1987 年の労働基準法改正は，確かに
日本の労働者の労働時間をアメリカとほぼ同じ水
準まで短縮するのに貢献した。しかし，一般労働
者の労働時間は，バブル崩壊後のマクロの経済状
況も反映して 1993 年以降ほぼ横ばいであったこ
とである。

第三は，日本やアメリカと西欧大陸諸国の労働
時間の差をすべて税・社会保険料負担（税のくさ
び）の差で説明するのは無理があることである。
また，マクロの労働供給への影響を考えるために
は，税・社会保険料の使途や給付の構造が労働力
率に与える影響も考慮しなければならない。

第四は，西欧大陸諸国で労働時間が短縮した背
景には，労働組合運動の高まりもあって雇用創出
のために労働時間を短縮するというワークシェア
リングの考え方に基づいて，労働協約や政府の法
規制によって短縮したことが大きいことである。
ただし，その結果労働時間は短縮されたものの失
業は増大した。

今後の日本の労働時間のあり方を考える上で，
こうした知見を生かしていくことが重要である。

� 1）�� これは，効用関数 U（C,�L）が quasi-concave という仮定
と同値である。

� 2）�� 導出方法についてはたとえば，Cahuc�and�Zylberberg�
（2004）を参照されたい。

� 3）�� この項は，杉浦（2009）及び Calmfors�and�Hoel（1988）
に負うところが大きい。

� 4）�� 最適な労働時間が法定労働時間を下回る場合や一致する場
合もあるが，日本では大半の企業で残業がある。厚生労働省

『就業形態の多様化に関する総合実態調査』（2003 年）によ
れば，2003 年 9 月最後の 1 週間に残業をした正社員の割合
は 61.6％に上っている。

� 5）�� 図 1 の H f は企業の最適な労働時間（指定労働時間とも呼
ばれる）を示している。F 点での効用が A 点での効用よりも
高ければ，個人は最適な労働時間 H* よりも長くてもこの企
業で働く。

� 6）�� 詳しくは，Calmfors�and�Hoel（1988）やKawaguchi,�Naito�
and�Yokoyama（2008）を参照されたい。

� 7）��（10）式の左辺の分母は wH–aT+Z となり –aT+Z が実質的
な準固定労働費用となることを示している。

� 8）�� 労働省（1998）は当時の労使交渉で時短が大きなテーマで
あったことを指摘している。

� 9）�� 小池（2009）は，非定型，創造的な仕事は時間規制になじ
まないこと，また，日本では生産職場にもこうした仕事をゆ
だねていることを指摘している。

�10）�� 小池（2009）は，ホワイトカラー・エグゼンプションなど
の制度的な要因もあり，とりわけ，ホワイトカラーの労働時
間の国際比較が難しいことを指摘している。

�11）�� OECD（2004）は，労働時間の国際比較可能性に関する実
証的な調査結果から，「統計資料や統計方法の違いによる各
国間の労働時間統計の測定誤差は恐らくそれほど大きくはな
いであろう」としている（p.56）。

�12）�� 日本については，一部『毎月勤労統計』のデータを使用し
ている。

�13）�� Prescott（2004）の仮説をめぐる議論に関しては，國枝
（2008）がすぐれたサーベイをしている。この項もこの文献
によるところが大きい。
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